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は じ め に

tll

本稿の目的はち政府税制調査会で検討されている間接税のす方式としての付
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加価値税の導入が,産業・家計 0財政といった国民経済をささえる経済主体へ
の第一次的影響を数量的に把握し,税制改革をめぐる議論に,つの検討材料を
提供することである。

付加価値税の課税原理は,財貨・サービスの生産過程で発生する付加価値を
課税対象とし,企業者を納税者とし,取引の各段階での価格への転嫁を想定し
て最終消費者を税負担者としている。したがって,最終消費者たる家計に帰着
する増税であることが想定されているとしても,①取ラ|における企業者の経済
力は決して対等ではないから,企業者も経済力の強弱に応じて納税者になるこ

と,またその場合概して経済的弱者が税負担者となること。②消費者家計につ

いても,所得のうちいぐら消費するかの割合を示す消費性向の高い低所得者と
消費性向の低い高所得者にとって,所得に占める税額=税率が異なり,概して

低所得者に高率の税制となること,などから付加価値税の影響は,強い階層性
を持つことが予想される。

121

このように,経済的不平等の現実の社会の中で,「 /AR平な税制」の名のもと
に遂行されようとしている付加価値税が「不公平な税制」になることは,すで
に指摘もされているが,これまでの研究例をみてもその数量的な把握は必ずし

も容易ではない。なぜならば,付力IIn値税の理想的な価格転嫁が予想される場
合でさえ,これを数量的に把握するためには,

①いろいろな財貨・サービスに含まれる課税対象としての付加価値を把握し

た資料,

②その付加価値にかけられる税金が,取31の各段階に応じて価格に次々と転
嫁し,最終的に家計消費財の物価上昇と相対価格あ変化に帰結する過程の,

複雑な計算過程

の二つの条件が必要不可欠だからであり,ま して経済的取31の
・
力関係に応じた

価格への完全転嫁の不成立などの実態を,資料把握と計算過糧に持ち込もうと
すれば,その複雑さは一層増すからである。

本稿では,①と②の条件を満たす実証方法として産業連関表とそこから導出
される係数を用いた産業連関分析 (均衡価格決定モデル)の手法を用いてテー
マに追ろうとしている。また,税額が価格に完全転嫁される理想的状態だけで
なく,価格へ税額を転嫁できない場合,価格体系はどうなるか,についても産
業連関分析 (均衡価格決定モデル)の特殊なケースとして数量的に試算した。
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‐間接税が家計に与える影響を数量的冦分析した先例は多し1林,殆どが産業連

関表を用いないで計算されている。その場合,間接税導入による価格上昇率の

計算は①②の条件を満たしていないので,粗い前提で税額=家計負担額の計算

が行われている。この家計負担額の推定方法の改善は,本稿の一つの課題であ

る。同時にこの産業別の価格上昇率の推計は,財政支出における経費増の算出

も可能にする。

さらに産業連関表を用いることは,消費者家計だけでなく産業界に関心の強
い次の問題,すなわち

①産業別の納税額はいくらになるか。

②産業別の原材料コストの上昇はいくらになるか。

③ (①②を)価格に転嫁できる場合,価格上昇はどれくらいになるか。

④ (①②を)価格に転嫁できない場合,利潤減少はどれくらいになるか。

も合わせはじめて明らかにすることができる。

本稿そは,付加価値税が産業界と家計のそれぞれで持つ階層性あ仮説を,以

上の論点を含めて検討したい。

(注)

(1)例えば代表例として,本間正明「税制改革案のシミュレーシヨン」政策構想フォ
‐ラム,研究報告シリーズヽ 4,19“年9月。産業連'関表を用いた,価格体系の変

化に関する研究例としては,中井英雄「一般消費税の産業部門別価格効果」近畿大

学『商経編集』2861号 ,1981年 6月がある。

1.付加価値税の課税原理と推計式

(1)課題と方法

付加価値税が導入された場合その影響は,生産・分配 1支出 (消費や投資)
の全ての経済の局面と,そこに登場する全ての経済主体(家計 ,企業・政府等)

にあらわれると考えられるが,価格体系への影響はそれらの全ての影響のファ
ースト・インパクトである。ファースト・インパクトとしての価格関係 の変

化,お よび,それを各経済主体の収支構造に単純におとした結果をここでは付
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加価値税導入の第1次効果といおう。付加価値税導入にともなう価格体系の変

、イヒヤ
=′

家計にしろ企業にしoその選択行動の変化を引き起こす。またり付タロ価

値税導み呼ともなう啓Fの歳みの増加み財政率出の変イレ:警済の需要供給構造
に影響を与ネう9これら?影響は付加価値税導入,第 2次効果である。
われわれの「新型聞接税 (付加価値税)導入のシミュレーション分析」は付

加価値軍導入の第 1次効果を推計することを目的としている。第2次効界黙降
の影響を推計しようとすれば,家計と企業の行動方程式および政府の政策決定
に関する仮弾を明香中に分析に導入しなければならない9しかし,本稿でぃ,
わが国経済に付カロ価値税が導入された場合の影響を1985年産業連関表 (延長表

:内生71部「1)を用いてケース・スタディとして推計することに限定する。税

制改革とそれにともなう付Fll価値税導入問題は,国民的関心事のひとつである

現在,単純な行動方程式や多くの仮説を導入して第2次効果を推計することは

かえって議論に不必要な混乱を持ち込むおそれがあるからである。それに対し

第 1次効果の推計は,その有効性についてある程度の合意が形成されている産

業連関分析をもちいておこなうケース・スタディとして国民の議論呼有効な材

料を提供することができると考えられる。

われわれのシミュンーションの問題設定は「 1985年のわが国経済に現在検討

されている<新型間接税>が導入されたケースを想定して,その1次効果を推

計すること」である。そのために基礎データとして,「 1985年産業連関表 (延

長表 :内生71部FD」 ,同年「法人企業統計」,同年「家計調査Jを用い,理

論的には産業連関分析をこの課題に応用した。          、

シミュレーションの概要は,要約的に言えば次の3段1階である6

第一段階は,産業別の付加価値税課税標準および付加価値税課税額を,予想

される「新消費税」の課税原理にしたがい推計した。付lll価値は原理的には売

上一仕入額で捉えられるが,各産業の課税標準の推計には次の調整をおこなっ

た。①輸出取移1対応分はゼロ税率として控除。②設備投資は一括控除 (産業別

設備投資額は法人企業統計から別途推計)。 ③非課税晶日として設定された現

引分の仕入れ額から控除。④非課税品目関連産業の非課税扱ゃヽ (医療 0社会保

障,教育,金融・保険,不動産賃貸料,公務,その他の公共サービス)。

、各産業の課税標準に対し付加価値税5%(非課税産業0%)を適用して産業
別課税額を推計するとともに,付加価値税導入にともなう物品税などの既存間

接税の廃止 (物品税, トランプ税,入場税,通行税,砂糖消費税,電気税,本
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材取引税,等で総額約2兆 2千億円)を想定し,付加価値税課税額から控除し
て産業連開表の間接秘変イヒ額を率業別年推計した。

第二段階は,1985年産業連関表 (延長表 :内生71部 Fl)か ら計算される (I

― (I一 M)A}~■型の逆行列を用いて,間接税変化額に対応する付加価値率
の変化から各産業ごとの価格変化率を計算した。■のタイプの逆行列を用いて

計算することにより付加仰暉税導入にともなり価格効果を,輸入財価格と国‐内

財価格に区別して,輸入財価格には波及しないとした。

推計の第三段階は,産業別の価格変化率を家計 (総務庁「家計調査」),産
業 .政府 (「産業連関表」)の収支構造年おとして,支出増額 (率)や費用価
格増額 (率)を推計した。
われわれの「新型間接税 (付加価値税)導入のシミュレーション分析」の概
略は以上だが,:つぎに産業連関分析における価格分析の理論を付力‖価値税導入

の問題に応用する際の要点をまとめておこう。

(2)産業連関分析における価格モデルの論理構造

周知のように産業連関表は,その基本表から求めることができる投入係数行

列A(nxn)を 用いていて,次の方程式体系に書き直すことができる。
X=AX+F一 M …………………………。,・ lll
ただし,Xは産出額列ベクトル (nXl),Fは 最終需要額列ベクトル
(nXl),Mは 輸入額列ベクトル (nxl),nは 産業連関表の内生部門数
である。

llD式を行列の要素を用いてあらわすと,

ここで,行列Aの要素 aijは第 j産業がその生産額 1単位を生産するのに必要

な第 i産業の生産物の購入額,すなわち

ail=Xi1/X,

である。  「
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lll式 より,投入係数行列Aか ら求めることができるレオンチェフの逆行列を

用いて, FおよびMを既知としてXは次のように表すことができる。
X=EI― Aコ ‐■(F一M)…………………………。`..121
ここで行列Iは n ttn列の単位行列である。

②式が産業連関分析の基本モデルである。なお,投入係数行列Aが生産的で

あれば,f21式の方程式体系は非負ベクトル (F一M)にたいし非負解 Xを も
つ,こ とが数学的には証明されている。 (1)

0)式では最終需要額ベクトルFと輸入額ベクトルMを既知としてXを表現す
る方程式体系が構成されているが,輸入額は国内の経済活動に依存しているか

ら,第 i財の輸入額が第 i財の国内需要の合計に比例すると考えて,基本モデ
ル121式を書き換えることができる。

そこで,最終需要額ベクトルFを国内需要額ベクトルFdと輸出額ベクトル

Feとにわけて (F=Fd+Fe),Fdめ 第 1要素をFdiとすると,第 i財の輸
入係数は次のように定義される。

mi=Mi/(為 1,Xj+Fdi)
このmlを対角要素にもち他の要素はすべてゼロとする行列をMとする。

すなわち,

tlJ式はMを用いて次のように書き直すことができる。     .
X=AX+Fd+Fe_M(AX+Fd)… …………………………・t31

これより,②式に対応するモデルは最終需要額ベクトルF(Fdお よびF°)を
既知として,次のようにあらわせる。
X=「 I― (I一 M)A〕 ~■ 〔(I一M)Fd+F°〕・…………,00

0式における 〔I― (I一M)A〕
~■
型の逆行列は投入係数行列Aが「 ソロー

の列和」条件を充せば安定的に存在することから(2),輸入の内生化をおこなう

ときしばしば用いられ逆行列であり,「競争輸入型の逆行列」といわれる。メ
3,

産業連関分析の基本モデル②式または④式と産業連関表の投入係数行列 (お

よび,そこから求められる逆行列)に注目すると,基本モデル0)式または0式
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のそれぞれに,その DUAL SYSTEMと して価格体系を考えることができ
る。基本子デル121式と基本モデルt41式に対応する価格モデルの相違は,後者が

国内財の価格と輸入財の価格を区別するのに対し,前者の価格子デルは同一財

についてはすべて同‐の価格が成立するとして価格モデルが形成されている点

にある。付加価値税の導入は国内財の価格に影響をあたえても輸入財の価格に

は影響しないとするならば,国十内財と輸入財の価格を区別できる基本モデルt41

式の DUAL SYSTEMと して価格モデルを作成することが必要である。
なおあらかじめことわっておけば,通常アクテイビティ・アナリシス_(4)で

考えられる DUAL SYSTEMは 第i財 1単位生産するのに必要な第 i財の
物的数量al,を要素とする投入係数行列Aにたいして相対的に成立する価格モ

デルと数量モデルであるが,産業連関分析の場合の DUAL SysTEMと し
て価格モデルはアクティビティ・アナリシスの場合と次の2点で異なることに

注意する必要がある。第1に,産業連関分析の価格モデルの投入係数行列Aは

すでに述べたように,「各要素aijは第j産業がその生産額 1単位を生産する
のに必要な第 1産業の生産物の購入額」であって,必ずしも「第 i財 1単位生

産するのに必要な第 i財の物的数量 aij」 のような物的夕‐ムであらわされる

技術的関係ではなく,技術的な投入―産出関係を反映しつつも価格関係を含ん

でいることである。したがって,第 2にこの投入係数行列Aを基礎とする価格
モデルは,価格関係を次のように読みかえることにより産業連関表からもとめ

られる投入係数を,安定的な技術的投入係数とみなすことによって構築されて

いる。すなわち,産業連関表の第 j列の列和をとると,

Xj=X■,+X2j+……+XnittVi (‐ i=1,… …,1)
ここで,Viは第j産業の粗付加価値額である。
この式をXiでわって,

1=a■j+a2i+… …+an,十 vi (i=1,・ …・・,■ )……………151
ただし,Viは第i産業の付加価値率であり,Vi=Vj/Xjで定義される。
151式は産業連関分析における基本モデル(2)式に対応する事実上の価格方程式で

ある。つまり,第 i財の価格を
pi=1(i=ュ ,…・・,■ )…………・・・・・・・・……・・………・・・1… 161
とおくと,451式は行列表示で次のように表せる。

p=A'p tt v・ '………Ⅲ…………・|・………………………………・171

ここで,pは③式を満たす価格″1ベ クトル (■xl),A'は投入係数行列Aの
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転置行列 (以下,ダ ッシュ (')は転置行列を表す),Vは各産業の付加価値
率を要素とする付加価値率列ベクトル (■Xl)である。C71式で表される方程式
体系は産業違関表を価格=単位費用十単位付加価値の形で表した基本式である

が,この方程式体系は実際の価格関係をt69式のように読なかえることによって

成り立っている。つまり,全ての産業の価格をpi=1と おく意味は,通常の価
格Piは第 i財 1単位の値段を表すが,こ こでは第 i財の (1/Pi)単位をあ
らためて基礎単位として価格を考えpl=1とするということであるらこのよう
な価格の読み替えは,例えば「円」で表現するとき円価値単位による価格表現
といわれる。

t71式は円単位価値で表した生産物 1単位当りあ価格=費用+付加価値である。
ここから,価格モデルは次のよう表せる。すなわち,
p=〔 (I― A)~■J'V……………………………………………b t81
ここから,付加価値率の変化′Vがあったばあい,その価格体系への影響はノp圭

〔(I―A)…■〕'′v

として,推計される。ノpJは,は じめの価格piを t6D式で基準化したから,それ

自体で価格の変化率を表している。

次に,t6D式において国内財の価格pdと輸入財の価格peを区別して行列形式で

表すと次式である。

pd=(〔 I一M~)A'pd+MA'pe十 マ………………・・・…………`0
この場合価格モデルは                   '
pd=E EI― (I―画DA〕 ~■コ'(雨lAつe+v)

である。したがって,付加価値率の変化′Vのの国内価格体系への波及効果は,

輸入財の価格を一定とすると,
ノp=E〔 I― (I一M)A〕 ~■コ'′ v・・・・・・・・・・・・・・・・・・…・・・・・・・・・…・・・ぎ..col

で推計される。                      |
産業連関分析における価格分析の特徴は,価格変化の他の産業への波及効果
を経済の複雑な投入産出関係を通して分析し,産業連関表で捕捉される全産業
への影響を分析できるところにある。例えば, 1産業の付加価値率の1単位の

変化は,自産業だけでなく他の全ての産業に産業間の投入産出関係をとおして
影響を与えるが,こ の影響は産業連関分析における価格分析では,COl式によっ

て次のようにあらわすことができる。いま,第 j産業の付加価値率が 1単位変
化し,他の全ての産業の付加価値率は変化しないとすると,この場合の付加価
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値率の変化をあらわしす列ベクトル′vlは,               t｀
まzvi=[6,o,Q・…・・,1,・・・…

'0'0'0コ
'・
・………=。 .………o・ `…・・:●……ω

l       '第 i要素
であるから,COl式 より次のようになる。

△ p*=E〔 I二 (I二 M)A〕
‐
句 'ZVi         :

=[b■i,b2';""",bli,・・・"・ ,bn,コ '・ "・・
.`"¨ .●●二●0.".・ ""“・0

ただし,こ こでbliは「競争輸入型の逆行列 〔I― (I=M)A〕
|…■」の転置

行列の第 i行第 j列要素である。②式の:意味は,第 j産業の付加価値率が1単

位変化したときの第 i産業の価格の変化はbi,(1二 1,2,・・
1・ ..,五 )であるとい

うことである。

(3)産業連関表の付加価値項目と付加価値税,および付加価値率

以上簡単に要約した産業連関分析の価格モデル分析を応用して,付加価値税

導入の価格体系への影響を定量的に推計するためには,付加価値税の導入にと

もなう付加価値率の変化を理論的に確定することが必要である9付加価値税の

導入がそれぞれ各産業の付加価値率をどのくらい変化させるかがわかれば,産

業連関分析の価格モデル分析で全産業の価格変化を推計する
ことが可能にな

る。そこでまず,産業連関表の付加価値項目と付加価値税の関係,および付加

価値税の導入と付加価値率の変イしの関係を整理しておこうo

産業連関表の構造と付カロ価  (図 1):産業連関表の構造と付加価値項目

値項目は右図の通りである。

付加価値税は従来の物品税

などの間接税とは区別されて

「新型間接税」とか「大型間

接税」とかいわれるが,理論

的には間接税の一種である。

当然,付加価値税の導入は,

従来の物品税の一部の廃止を

含むにしても,産業連関分析

の価格モデル分析においては

付加価値税の導入は間接税の

最 終 需 要中 間 投 入

2 雇用者所得

3 営業余剰

4 資本減耗引当

5 間接税

6補助金 Q聾神
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内容の変更の問題として処理できる。

(図 1)に示さ,れるように,付加価値項目に番号をつけて,第 j産業の付III
価値項目kを Vk,(k=1,2,… …,6)であらわすと,第 j産業の粗付加価値額
合計Vjは ,

Vj=Vュ ,十V2,十 V8:+V4ittV6j― V6, (i=1,… …,■)・・…・0
である。そこで,付加価値税が導入され,従来の物品税等の間接税の一部が廃
止されるとしよう。第j産業の間接税のうち廃止される合計額をU,とすると,

新たな間接税額V5,帝は,次のように計算される。
V5,丼 =V6i+(付加価値税額)一U,(j=1,… …,m)―………。①
したがって付加価値税導入後の粗付加価値額をVi*とすると,

Vi警 =Vェ i+V2,十V8'十 V4,+V5,丼 ~Vei(j=1,……,■)……・⑮
それゆえ付加価値税の導入にともなうの第 j産業の付加価値率の変化

`viは
,

′vi=(Vi*― VJ)/X, (j=1,……,■)……∴。………………⑩
で捉えることができる。

(4)産業別付加価値税課税標準の把握をめぐる問題

付加価値税の導入にともなう付加価値率の変化が①式で捉えられ るとす:る

と,次のステップは各産業別に付加価値税額を確定するために,各産業ごとの

課税標準を推計しなければならない。この作業がわれわれのシミュレーショソ

の最初段階である。

産業連関表はその構造から各産業別の粗付III価値額を記述しており,産業男『
の付加価値税を計算する上かなり有効な手がかりを与えている。

付加価値額は,付加価値税=売上額―仕入額であるから,産業連関表を縦
(列)にみて,(生産額X,一 中間投入額Σttj)でもって第 j産業の粗付加価
値税=課税標準とすることができると考えられるが,現在導入が検討されてい

る「新型接間税」二付加価値税はそれほど単純ではない。 (。 )

検討案の段階で出されている問題はおもに次の4点である。

① 非課税品目1部門の範囲
② 輸出取引の0税率扱い
③ 企業の設備投資にたいする非課税措置
④ 企業規模に関する免税の範囲
10  (207)
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これらのうち,④の免税企業規模の問題は,第 1に現在の段階で具体的な案が

出ていないこと,第 2に企業規模の問題は産業連関表では捉えられておらずそ

の処理が困難なことから,今回のシミュレーションでは除外した。

次に,われわれのシミ■ンーションで行った①～③―の処理をまとめておこ

う。第 j産業の付加価値税の産業別課税標準を捉える際のは出発点は,粗付加

価値額から純間接税 (間接税―補助金)を除いた付加価値額である。すなわ

ち,C31式 より

lAl:(Xi― ΣXl,)― (V5i~VOi)"………・1・…………………・0
である。いまあらためてこれを第 i産業の「付カロ価値額Jと呼ぶことにする。

① ブト課税晶目・部『1の範囲
産業連関表は財・サービスの個別品日ではなく産業lllに構成されているから

非課税品1目 が数多くなると,われわれの課題に産業連関分析を適用することが

困難になる。報道によれば,非課税は最小限におさえ消費税になじまない不動

産賃貸取引や金融取31,公共性が強い社会保障関係・医療や教育は非課税とな

る見込みである。ここでは,ある産業が非課税部門として認められたとして,

その取扱を示す。第q産業が非課税部門としようoこの場合第q産業で発生し

た付カロ価値に対しては課税されない。このことは第q産業に対する付加価値税

率は計算上ゼロ0パーセントであるとして処理するればよい。これが,非課税

産業の問題の第 1の処理である。しかし,非課税産業の存在はこれだけでは済

まない問題を含んでいる。例えば次のようなケースを考えてみよう。EC型付

加価値税を想定すれば,課税産業の第 i産業に属するある企業が他の課税産業

から原材料を購入した時には,原材料の購入に際して伝票 (イ ンボイス)を受

取りこの仕人にいくらの付加価値税が前段階で課せられていたかを知ることが

でき,これを自らの企業の付加価値に対する課税額と共に製品の販売時に製品

価格に上乗せすることができる。それに対レ非課税産業の第
q産業の生産物を

第 i産業のある企業が投入要素として購入したとすると,この企業はブト課税企

業からは付加価値税上乗せのための伝票 (イ ンボイス)受け取ることはないか

ら,自企業の製品価格にこの部分の仕入れに含まれる付加価値税を上乗せする

ことができなくなる。このような場合,非課税産業からの仕入額は付加価値税

の計算のための仕入合計からは除かれることになる。つまり,非課税産業の存

在はこの産業と取引関係にある他の課税産業の「付加価値」計算上の仕入額を
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実際よりその分だけ小さくさせることになる。この関係は,課税産業の第 i産

業が非課税産業第q産業から購入したXqjを第j産業の仕入総額から控除する

ことにより,処理される。これが,非課税産業の問題の第2の処理である。す

なわち①式より第 j産業の基準「付加価値tAl」 からXiiを差しひ|いて,

lBl:Xi― (2Xij― Xq,)― (V5,‐ V6:)¨……………………:C81 ,

非課税産業が複数存在する場合も同様に2つの処理がおこなわれる。

② 輸出現号|の 0税率扱いの処理
「輸出取引の0税率扱い」とは,輸出財の付加価値には課税されないという

だけではなく,その輸出財のコストにふくまれる付加価値税は申告により還仕
0控除される,ということである。このような「輸出取引の0税率」は,産業

連関表の各産業の課税標準の把握の際には,次のように扱われる。

第j産業の1国内生産額はXiである。このうち第 j産業の輸出額Eiは産業で

は最終需要輸出額で捉えられる。そこで国内生産額に占める輸出の割合を輸出

係数とすると,

e,=E1/X, 。………………………………………………………・・⑩
である。いまe,を対角要素にもち他の要素がすべてゼロである行列 (五xn)

をEと しよう0とすると,第 i産業の生産額Xiは国内需要額2隆 j+F:dと輸

出額F,0に次のように分けられる。

こXil+Fid=(1-ei)x,
Fie=eiX,

したがって,第 j産業の0か ら輸出取引にともなう付カロ価値部分を控除す る

と,

101:(1-ei)

である。

{(Xj-2Xl,十ΣXqj)― (V5'~V6j)}
i      q

(j=1,……,■)…………………④

(q:非課税部門)

③設備投資の取扱

その年度に企業がおこなった設備投資は,付力‖価値税課税対象から単年度で

一括控除される。産業連関表では設備投資は最終需要の一項目として記述され

集計値としては把握できても,産業ごとに行われた設備額は把握できない。し

たがって,本シミュレーションでは,産業ごとの設備投資額は1985年「法人企
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業統計」から産業ごとに別途推計し,一括控除することにした。したがつて,

第 i産業の設備投資額をIjとすると,lC)か ら一括控除して ,

lDl:(1-el)((X,一 】XilttΣX。 1)― (V51~V6:))~Iiq

(j=1,“・・・・,■)。・・"・・""“ ""“ "①

(q:非課税部門)

(4)産業別付加価値税

以上から,各産業の付加価値税T,は ,第 j産業の付加価値税率をti(ただし,

非課税産業の税率はti=0)と して次式で計算される。

T,=ti X((1-ei)〔 (X,一ΣXii+ΣXql)一V5,~V6')〕 ~Ii}
i       q
(j=1,““・・,■)・ “̈"“・・・・・・“・②

(q:非課税部門)

以上,議論の展開はシミュレーションの段取りとは逆に進んできたが,シ ミュ

レーションのステップにあわせてもう一度まとめると,第 1に0式および②式

より,産業連関表の基礎データから各産業の付加価値税課税標準と付加価値税

額TJを推計するも第2に ,431～ l161式で各産業の付カロ価値率の変化′Viを計算

し,001式により各産業の価格変化率を推計する。そして,最後に各経済主体の

収支構造に価格変化の影響をおとして経済主体への第1次効果を推計する。シ

ミュレーションの全体像と手順は図1に示した。

(注)

(1)数学的には投入係数行列Aからもとめられる行列 (I― A)の全ての首座小行列

式が正であれば121式の方程式体系は非負解をもつ。これを,「Hawkins―Simon

の条件」という。

二階堂副包『現代経済学の数学的方法』岩波書店,1960年 ,pp.11-193参 照。

(2)投入係数行列Aが「 ソローの列和条件」をみたすとは,
21,<1(j=1,… …′n)

が成り立つことである。この条件をみたせば,(I一M)Aはmiの定義から1>
mi>0だから「 ソローの列和条件」はみたす。

なお,「 ソローの列和条件」l■「HaWkins―Simonあ条件」|をみたす具体的な

1ケ ースにすぎないことが知られている。二階堂,前掲書,P。 19参照。



図 1

付加価値税導入と産業・家計・財政への影響の推計

推計の概要と手順

〈価格不完全転嫁のケース) 〈価格完全転嫁のケース〉

{〔 I一 (I一 M~)A〕
」
}'

(Jq=(1-●):。~mil可巧

（産
　

　

業
）

（家
　
　
計
）

篠)←活統つ くⅢ轟→ 処 警

産業連関表 (昭和60年延長表・内生71部門)

Xi=7 Xii+Fi+littEi一 Mi

①輸出取引の0税率扱い

②設備投資の取扱 li

③非課税品目の取扱
付加価値税率ti=0

投入係数行列(A)の算出

逆行列係数表の導出

〔I― (I一M)A〕■

転置逆行列係数表の導出

{〔 I― (I―雨)A〕
■
}'

価格転嫁できる産業のみの

投入係数表の抽出(わ

逆行列係数表の導出

〔I― (I一立)A〕・

転置逆行列係数表の導

{〔 I― (I一立)A〕
―lド Vi=(1-d)“―写Xii)―■

価格上昇率の推定
価格転嫁できない産業の

全産業(71部門)の

価格上昇率の推定

年FF3所得 (18区分)別

課税負担率の推計

年間所得(18区分)別
課税負担率の推計
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(3)通常産業連関表から計算される逆行列は,〔 I― (I一M)A〕
~■
型の逆行列と

(I― A)…■の逆行列である。1985年産業連関表 (延長表 :内生71部門)につい

ても,2つの逆行列は公表されてる。

(4)アクテイビティ・ アナリシスにおける「双対定理」については,次の文献を参照
Koopmans,ToC.(ed。 ),Actuvity Analysys of Prod,ction and AHocation,

1951.

(5)一般に付加価値税の課税標準はGNP型,所得型,消費型の3タ イプがある。産

業連関表の構造と対応して本稿での記号法でをしめすと次の表である。なお,純

間接税 (VoJ一 VoJ)ははじめから差し引いておく。

計算方法 仕入控除方式 加 算 方 式

課税標準 生  産  面 分 面配

GNP型

所得型

消費型

X 1--XX11
I

X; -.f,J(; r -Vn I
I

X;-.XX11-I;
I

Vrt *Vsi *Vst *V n i

V1l *Vzr *Vsr
V11*Var *Vsi-Il

(中井前掲論文p.59を合わせて参照のこと)

2.推計の具体的方法

(1)廃止物品税と産業連関表の対応

推計では間接税導入にともなって,既存の間接税である物品税などの一部が

廃止されると想定した。その概要は売上税の際に政府からだされた内容を基礎

に,表 1お よび表2に掲げるものであり,総額で約2兆2,272億円にのぼる。物

品税等の資料は大蔵省『財政金融統計月報 (租税特集)』 4ヽ06,1986年 5月号
:

からえた。

産業別の価格波及の計算にさいしては,産業月1に算出される付加価値税額か

らこの廃止物品税などの額を相殺する必要がある。その場合,71部門産業連関

表の産業部門と廃止物品税等の対応づけを行わなければならない。その対応表

が表 1および表 2である。
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表1 間接税等の廃止税ロリストと税額           :
(昭和60年度)

税 目 税 額(10億円)

国

税

１

２

３

４

５

物 品 税

トランプ税

入 場 税

通 行 税

砂糖消費税

1527.9

4.0

50.0

75。 3

40.8

地

方

税

税

税

税

気

ス

取

電

ガ

樹

514.5

12.6

2.1

合 計 2227.2

(出所)大蔵省『財政金融統計月報(租税特集)』
No.409。 1986年 5月。

表2 物品税課税実績と産業連関表との対応

普通乗用自動車,キ ャンピングカー等

劣響掌
通乗用'四輪自動車、小型キャンピング

自 動 車 用 の 冷 房 装 置 類

石

類

珠

類

等

等

類

等

等

帳

品

品

貴

製

　

品

品

製

服

子

ん

ご

衣

帽

　

　

計

石
　
　
　
製

ん
　
　
　
た

半

貴

　

製

　

さ

の

の

　

ん

種

・
半

　

　

　

う．
製

製

石

・
　

珠

金

こ

皮

度

ゅ
　

．

石

っ
　
　
　
　
　

第

貴

貴

真

真

貴

べ

毛

毛

じ

ど

種

１

２

１

２

１

１

１

２

１

２

１

リ

１

／

ヽ

　

　

／

ヽ

／

ヽ

第
　
１
　
　
２
　
３

４
　
５
　
　
６

蝉 位億円)

身 廻 品

魂
角Ｆ
‐２‐
‐３

第

115

4,688

11

1,144

1,812

112

1,453

257

289

19

9,899

17

702

2

171

270

16

218

39

29

2

1,465
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分区 課税標準
|

税 額 鯰 輩
4軽 普 通 乗 用 四 輸 自 動 車
5乗 用 兼 用 貨 物 自 動 車

6雪 上 ス ク ー タ ~

7 大型乗用三輪自動車及び大型二輸自動車
8軽 乗 用 兼 用 貨 物 自 動 車
9 小型乗用三輪 自動車及び小型二輪自動車
1大 型 モ ー タ ー ボ ~卜 等
2ゴ   ル   フ   用   具
3ビ リ ヤ ー ド 用 具

4猟  銃  空  気  銃  類
5ば ち ん こ 機、ス マ ー トボ ール機等
6中 型 モ ー タ ー ボ ~卜 等
7小 型 モ ー タ ー ボ ー ト 等
8水  上  遊  戯  具  類
9ハ ン グ ラ イ ダ ー 等

10舟 艇 用 の 船 外 機 関 等
1ル ー ム ク ー ラ ー 類

2大   型   冷   蔵   庫
3多 燈 型 照 明 器 具 等

4ス ト ー ブ 及 び ラ ジ エ ー タ ー
5電  気  ぶ  と  ん  類
6湯 沸 か し 器,冷 水 器 等

7電 気 In・ 除 機,全 自 動 電 気洗 濯 機等
8小 型 冷 蔵 庫 及 び 温 蔵 庫
9扇 風 機 及 び 冷 風 扇

10温 水 暖 房 機,ガ ス 温 水 ボ イ ラー等
11冷   水   製  造  機
12冷 房 用 又 は 暖 房 用 の 放 熱 器
13電   気  洗 濯

1大 型 テ レ ビ ジ ョ ン 受 像 機 等
2 大 型 テ レ ビ ジ ヨ ン 映 像 投写 機等
3小 型 テ レ ビ ジ ョ ン 受 像 機 等
4小 型 テ レ ビ ジ ョ ン 映 像 投写 機等
5磁 気 映 像 プ レ ー ヤ ー 等
6テ レ ビ ジ ヨ ン チ ュ ー ナ ー

7テ レ ビ ジ ョ シ 撮 影 機 等

機

784

2,163

121

227

自 動 車

6

619

4,664

753

．

６２

５６

”

48

蓬鶴鱚
14

822

0

3

1,459

4

246

0

1

260

50

その他の製
造業

58

18

54

3

36

48

その他の輸
送用機械

5,336

2,070

55

1,532

460

1,223

1,182

442

395

99

18

138

549

6

46

3,781

0

3,004

34

391

1,067

414

11

226

69

183

177

66

59

15

3

21

55

1

9

568

0

455

5

59

46

軽 電 機 器
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分区 類 翻 鋼 溝
税 額 覇誘馨胃表

類

等

等

ム

ド

機

等

ド

蓄

ス

ス

複

蓄

ラ

磁

磁

８

９

１０

１１

１２

・３

・４

・５

プ

等

機

ち

器

器

器

器

類

類

等

等

機

類

類

類

等

計

等

類

具

等

等

等

等

等

料

等

掘
一

ム
　

球

¨

　

ル

の ‐時

　

　

用

類

『

¨

水

一

飲

一

嘲

口
つ

蝉

ド

楽

楽

　

・ 撮

　

付 器
，
ぅ

ち

燈

囀

』

台

ブ

峙

一

計

煙

ん

香

ろ

実

一
」

一

．卸ィ　んす
　．属］　　ば水し‐　
ヒ

輔
　
　
　
ん
　
テ
金
金
　
　
　
　
　
　
一　
．

録

マ
パ

弦

り

管

打

電

写

映

引

フ
幻

せ

た

寝

机

貴

警
（け
」
ヽ
香
お
鷺
コ
ル
コ

・６

・７

・８

１

２

３

４

５

１

２

３

４

５

６

１

２

３

１

２

３

１

２

１

２

１

２

３

４

―

†

Ｉ

＜

１

■

　

　

　

　

　

　

　

　

・２

　

　

　

　

　

　

・３

　

　

　

　

・４

　

　

　

・５

　

　

・６

　

　

　

　

・７

537

2,091

724

383

1,770

15

264

1,860

231

８

３．

１０

５

２６

　

２６

一

128

12

46

軽電 機 器

775

3

82

19

541

116

0

12

3

80

50

進黛
他の製

1,443

4

7

1,632

22

2

２． ６

１

１

２４５

２

０

49

精 密 機 械

150

112

152
具家

76

0

963

２

　

　

９

49

精 密 機 械

18

21

21

身 廻 品

105

8,320

10

415

34

最終化学製醍

1,262

29

5,031

15

“

．

５２

１
飲 料
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品

上

計

除

引

脚

仰

‐

第

持

　

　

　

　

　

　

税算

手

廃

合

控

差

　

加
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(2)産業別設備投資額の推計

1章の141節でのべたように産業別の付カロ価値税を推計するさい,設備投資の

扱いは,「販売者課税:購入者一括控除方式」を想定しているから,購入者の

付加価値税の課税計算の段階で,次のような原材料仕入れと同等の税額控除扱

いをしなければならない。

税額=売 り上げX税率 5%―仕入れX税率 5%―設備投資額X税率5%

=(売 り上げ―仕入れ)X税率 5%―設備投資額X税率5%
.=付加価値X税率5%―設備投資額X税率 5%

=(付加価値―設備投資額)X税率 5%
つまり,ある企業が付加価値額よりも大きな額の設備投資 (機械設備や建物

の購入)を した場合,付加価値に課税される税額から設備投資額に含まれてい

る税額を引いた差額 (マイナス値)を還付してもらえる形になる。

これを現実の統計データで処理するためには,産業 (71部門)別に設備投資

額を男1途推計しなければならない。われわれはそれを次のように処理した。

第 1段1階

大蔵省「法人企業統計年報」の産業男1資産・負債残高表の

種   計
課   税

申

物

税

税

税

　

申

計

額

品

額

額

額

告

告

員

額

額税

入

金

長延

税

付

限期

課

還

納

94,162 13,536

18

15,020

258

14,762

1

4

5

546紆カ
16哺円
709億円

(注)物 品税課税実績は大蔵省『財政金融統計月報 (租税特集)』 No.409,1986年 5月号
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付加価値税導入と産業・家計・財政への影響の推計

60年度設備投資額=60年度末「有形固定資産 (土地を除く)額」
-59年度末「有形固定資産 (土地を除く)額」
+60年度「滅価償却額」+「特別減価償却額」

減価償却費を加えた理由も述べておかねばならない。われわれが必要として

いるのは純投資十夏新投資=粗投資額であり,「法人企業統計」の上記算式|よ

「有形固定資産 (土地を除く)の純増分を/ft投資とみなしてこれに減価償却費
を加えることにより,粗投資概念に置き換える意味をもたせたのである。
この計算を行う場合,産業連関表の産業部門構成と,「法人企業統計年報」
の産業分類は必ずしも対応しない。その場合は次の処理をする。

第2段階

①「法人企業統計年報」の一部門より産業連関表の部Flが多い時,産業連

関表の「固定資本減耗」額で「法人企業統計年報」の額を按分する6

②「法人企業統計和報」にない産業部門は,産業連関表の「固定資本滅

耗」額を代用する。

もちろんこの方法には,lll産業連関表は商品ベース (ア クティヴィティ)の
産業分類であり,企業の主力商品をベースにした「法人企業統計」の産業分類
とかなりの食違いがある,121「法人企業統計」は年度ベースのデータであり,

産業連関表の暦年データと違う,などの問題が含まれていることはいうまでも
ない。これを解決するには,現在推計中の昭和60年産業連関表 (総務庁ほか)
の付表として予定されている,産業別の設備投資額を記録する「固定資本マト

リックス」の存在が必要であるが,われわれが使用した産業連関表は通産省の

まとめた「昭和60年延長表」であり,そのデータはない。産業別設備投資額を

包括的に知る他の方法が考えられないので,やむなく上記の方法をとった。

産業連関表と「法人企業統計」との対応を含めた産業別設備投資額の推計資

料は,表 3に掲げた。

(3)家計調査の費目別支出と産業連関表の対応  ｀

家計への影響の分析は,産業連関表による各産業別の価格上昇率の計算結果
をもとに,これを家計調査の費目別支出額に乗じて,家計支出額の増大=間接
税負担額を算出するが,家計調査の費目別支出と産業連関表の各産業別の価格
上昇率の対応が必要となる。表4はその対応表である。
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表3 産業 (71業種)別設備投資データの推計

産 業 連 関表 産 業部 Fl

01.耕 種 農 業

02.畜        産

03.農 業 サ ー ビ ス

04.林        業

05。 漁

06.石

07.金  属

業

炭

鉱  業
08。 原 油・ 天 然 ガ ス

09.非 金 属 鉱 業

10.層 .殺・肉・酪 農 品

11.水  産  食  品
12:精  穀・ 製  粉
13。 そ の 他 の 食 料 品

14.配  合  飼  料
15`飲       料

16.煙       草

17.製  糸 ・ 紡  績
18.繊       物

19。 ニ ッ ト 製 品
20。 そ の他 の繊維製品

21.身    廻   品
22.製 材・ 木 製 品

23.家       具

24.パ  ル  プ ・ 紙
25。 紙   製   品
26.印  刷 ・ 出  版
27.皮 革 。同 製 品

28.ゴ  ム  製  品
29.基 礎 化 学 製 品

30。 石 油化 学基礎製品

31.化 学 繊 維 原 料

32.合  成  綺  脂
33.化 学 肥 料・ 農 薬

34。 最 終 化 学 製 品

35。 石  油  製  品

228,415

-7,130

119,369

414,883

1,395,973

{  翼l::]:
542,771

55,248

600,048

489,811

♂3tF8i
5,356

A7'130コ

119,369

48,887]

霊15,535

36.546

313,915

82,508

83,530

138,709

668,830

44,313

809,398

68,686

52,581

151,521

69,254

79,281

190,135

28,697

26,551

332,952

267.096

489,811

15,234

182,852

48,745

39,047

13,899

38,700

9,536

99,910

51,990

1,435,625

171,380

38,589

64,656

363,512

30,727

9,764

22,970

197,304

58,889

59,619

99,002

477,371

31,628

220,830

49,024

46,700

134,574

61,508

70,414

168,869

96,283

89,083

212,113

170,158

217,420

19,081

229,028

270,488

216,673

77,128

214,747

52,915

554,404

288,495

1農 HI
業

業

林

漁

食  料  品
996,363

『̈̈　̈
［『】̈』型

、

／

ゝ

ノ

　

＊

＊

石 油
石 炭 製 品

1,799,477
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産 業 連 関表 産 業 部 門

付加価値税導入と産業・家計 `財政
への影響の推計

22,459

447,235

263,590

522,905

87,245

64,615

258,437

617,622

870,579

197,499

2,141,404

1,532,326

282,321

553,561

703,527

848,078

17,416

784,397

2,456,488

234,507

1,129,514

1,150,623

1,149,819

1,829,376

102,356

7,338,404

4,692,148

7,314,057

36.石 炭 製 品

37.窯 業・ 土 石 製 品
38.銑  鉄・ 粗  鋼
39。 鉄 鋼 圧 延 製 品

40.鋳  鍛  鋼  品
41.非 鉄 金 属 地 金
42.非 鉄 金属一次製品
43.金  属 ,製  品
44。 一  般  機  械
45,重  電  機  器
46.軽  電  機  器
47.自   動   車
48.そ の他 の輸送機械
49.精  密  機  械
50。 そ の 他 の 製 造 業

51:建        築

52.建 設 補 修

53.土        木

54.電       力

55。 都 市ガス鑢供給業を含む)

56. 水   道(廃動れ理を含む)
57.商       業

58。 金  融 … 保  険
59.不  動  産  業
60.不 動 産 賃 貸 業
61.運輸(自家輸送を除く)
62.

63.通       信

64.公       務

65,教       育

66.研       究

67.保険・社会保障機関
68。 その他の公共サービス

69。 そ の他 のサ ー ビス

70.事  務  用  品
71.梱        包

124,627

523,083

388,026

769:760

128,432

41,001

163,989

571,517

1,399,003

164,066

1,778,899

1,548,443

285,291

218,567

881,192

1,325,711

27,224

1,226,166

2,311,978

301,813

1,129,514

2,485,806

1,149,819

9,338,402

522,495

2,073,400

1,325,724

512,091

1,206,271

44,646

929,429

109;023

2,790,253

13,861

1雉aぷ
}ブ

ト:12j鵞
9屍

金 属 製 品一般機械
)電♂L欝ぷ
)賞弯露壼彎重
辱乳ぬ磐

}蓬 :|ヨ|:1革

電    力

}ガ Fム

'3雰

小売卸売業

金 融 保 険

)不 9,記0,85

1,運 輸 通 信

∫    3,399,124

務

育

究

公

教

研

1危舞碁黛挙管
` ビス
他のサ‐ビス

事 務 用 品

梱    包
分 類 不 明

447,235

873,740

323,052

617,622

870,579

2,338,903

色 ,濫 観
1,814,647
.  553,561

*901,613

1,649,891

2,456,488

234,507

1,150,623

1,931,732

12,030,552

7,314,057
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表4 家計調査費目と産業連関表産業部Flとの鞍応表

御航番

有
「
「

％
率
郵
Ｊ
税
格
Ｂ
価

食 料

米・製 粉・麺 類

′く             し/

類

品

肉

肉

品

介

工
　
　
　
製

魚

加

鮮

工

乳

卵

鮮

産
　
　
　
乳

生

水

生

加

牛

菜

草

品

物

品

料

類

品

一
料

類

食

ぃ物．海̈は姉い子］一】　食．給

生

乾

農

生

果

油

菓

調

茶

清

酒

外

代

持

　

代

代

等

料

地
囃
居賃．楊触気ス油道

住

家

設

水

電

ガ

灯

水

・２

・３

５

１１

２

１０

１０

２

１

５

１３

１

・３

・３

・３

・３

・３

・５

・５

５７

５５

３５

５６

3.362%

1,751%

2.463フグ

1.849%

2.823%

2.465′グ

2.465%

2.823′グ

2.837′グ

2.463′〆

1.751%

2.837%

1,751%

1,751%

1.751%

1,751%

1.751%

0.859′グ

0。 859%

3.909′グ

4.199%

3.638′グ

ー1.026%

2.404%

2.766%

3.065%

8讐]
％
率
５
昇
率
上
税
格
Ｂ
価

家具・家事用品

一 般 家 具

冷 暖 房用 器 具

家 事 用 耐久 財

室 内 装 備 品

寝  具  類
家 事 雑 貨

家 事 用 消耗 品

家 事 サ ー ビス

衣 類

和服・洋服・下着
ニ ッ ト 製 品

履 物・ 身 廻 品

保 険・ 医 療

交通・通信

交     通
自  動  車
自 動 車 燃 料 代

自 動 車 維持 費

通     信
その他

教     育
教養娯楽サービス

教養娯楽用耐久財

教 養・娯楽用品

書 籍・印 刷 物

こ  づ  か  い

そ  の  他

２３

４６

４６

２０

２０

４３

３４

６８

・８

・９

２．

６６

　

６．

４７

３５

“

６２

　

６４

６８

４６

５０

％

５７

５７

3.556%

1.380%

1.380%

3.529%

3.529%

3。 441′び

3.190%

3,666%

3.092%

3.302%

0.463%

1。 268%

2.973%

-0.498%

2.766%

3.666%

3.283%

0。 491%

3.666%

1.380%

2,419フイ

3.854%

3.909%

3。 909%
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3。 推計結果とその分析

(1)分析 1.財政への影響

a.税収総額について…本間正明氏維計との相違と関連して

私たちの推計では,税収総額は上述したように既存物品税廃止調整後の額で

約10兆3,3∞億円である。

今回の税制改革で税率 5%の大蔵省の試算が報道されたが,その額は「約10

省;ふ輩馨驚]晨 :『唇言警霞冤奮層進象i臭蜃薯ぶ璽讐:滉よ『liF量写
れも税率5%を想定した計算結果は約10兆円と同じだが,私たちが最小限のリト
課税品目を想定しているのにたいして,新聞報道を読むかぎりでは,大蔵省は

非課税品目を想定していないとして試算した結果が10兆円と読ある。私たちの

方が非課税品目を設定している分だけ,課税ベースは少し大きいと考え られ
る。              ,
しかし今回の場合,課税対象=課税ベースは,大蔵省の場合も私たちの場合

もほぼ約10兆円■ 5%で約 200兆円と見てよいが,一昨年から昨年にかけて売
り上げ税が問題になったさい,本間正朋氏が推計した税収額は「課税ベース約
80兆円, 5%の間接税率税率で税収 4兆円」と計算されている。私たちは今回
の推計にあたって本間氏の推計を参考にしたが,その税収額とそのもとになる

課税ベースに大きな差がある。私たちと本間氏の推計方法,推計結果の違いに

はふれざるをえない。

本間氏の間接税推計は,昭和由年度をベースにしている点で私たちの60年ベ

ースの推計と異なっているが,80ソL円 と200兆円の課税ベースの違いはそれだ

けに起因するものではない。本間氏の文献からその方法が記述されている個所

を引用すれば,次のとおりである。

「VATの計算…
・GNPに よる課税ベースは,約80兆円。
家計の最終消費支出から,食料品,住居,光熱水道,教育,保健医療を控
除。

・廃止する国税間接税の合計 :約 1兆 6,000億円
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物品税 :1兆4,98億円,砂糖消費税 :424億円, トランプ類税 :4億円,

通行税 :767億円,入場税 :82億円,石油ガス税 :309億円

・VAT導入による国税間接税の増収額 :2ソ磁,000億円
VATttlTR額 :80兆円ド5%(VAT税 率)=4兆 円  (2)
国税間接税増収額 :4兆円-1兆6;000億円=2兆 4,000億円J

本間氏の推計は,これだけでは判断できない個‐所も多いが,基本的特徴とし

てGNP統計の支出面から課税ベースを算出する方法を用いている点である6
新型間接税の本来の課税原理に基づく課税対象は,

売上額―仕入額=粗付カロ価値額

によって与えられるが,この粗付III価値額を個別企業から社会全体について集

計量としてみたものが,理論的には概ね国民所得の生産面 (発生付加価値)と

なる (正確には売上額ではなく,生産額―申間原材料投入額の算式でなけれ

ば,在庫投資額が欠落する)。 この国民所得は,理論的には3面等価の原則に

よって分配所得 (受取主体帰1の貨幣所得),および支出所得 (その貨幣所得の

使途)に等しいから,付加価値税の課税ベースは消費,投資,輸出入を記録し

た「国民総支出」によっても把握することができる。大蔵省の税収推計
の問題

点を吟味・批判した川上貝J道氏の論文もこの点の理論的妥当性は前提としてい
(3)

る。

しかしそれはあくまで国民所得の3面の総額ベースの話であり,個々の項目

について生産面と支出面の対応関係がない点は特に注意しなければならない。

図2はこの点を産業連関表によって設例でみようとしたものである。産業の設

定は,消費財産業,投資財産業及び輸出財産業が,それぞれ最終需要にのみ売

り上げ,産業 4は中間原材料のみ生産する,と 仮定している。産業 4は,多く

の産業の複合と考えてよい。

国民所得の生産面は産業連関表では「粗付加価値」であり総額200,国民所

得の支出面=「最終需要J200に一致する。これは一切の条件のない場合の課

税ベースが付加価値の生産面からだけでなく,所得の支出面=最終需要面から

も把握できる場合である。

いま食品と輸出品を非課税とし,設備投資は中間原材料投入と同じ「販売者

納税,購入者一括控除」扱いをするとした場合,課税対象はこれを本来の所得

の生産面=産業別粗付加価値ベースで把握すれば,課税対象額=課税ベースは

次の式で算出される。
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日2 際税ベース (付加価値税の課税対象)把握0所得生磨面アプローチと
支出面アプローチの相違071t9(食品1輸出非課税,投資―指捜除)

本間氏の課税
ベースの推計

200-(40+50

+50)=60

↑

支出面J
↓

轟税
ユ~非
裏税基
単
霧巫鑑謬
→師tteしい

私たちの推計 :付加価値計200-非課税産業の付加価値(20■ 20)一設備投資50=110ご

①,産業別発生付加価値総額200が基礎となる。

② これから,次の二つの非課税品目を生産する産業の付加価値40を課税
対象から除外する。

1.食品産業の付加価値20  2.輸 出品産業の付加価値20
③ さらに設備投資を産業4が行ったとしてこの産業4の付加価値90か
ら,設備投資額50を控除する。

④ したがって課税バ=スは,200-(40+50)=110と なる。
これを本間氏のように国民所得の支出面から迫る方法で計算すれば,

① 国民総支出200が基礎となる。
② これから次の二つの非課税品日の支出額90を課税対象から除外する。
1.食品40  2.輸出品50

③ さらに設備投資額50を控除する。
④ したがうて課税ベースは,200-(90+50)=60となる。
本間氏の方法の誤りは,出発点の①の課税ベースの基礎数値は正しいが,②
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の非課税商品の売上額の全額を課税ベースから除外している点である。そうで

はなくて,その非課税商品の売上額の原価の■部としての付加価値こそ課税対

象から控除されなければならない。したがって,ど うしても本間氏の推計方法

では,課税ベースから非課税品を生産している産業の原材料使用額20+30=50

まで除外される分だけ,間接税額がかなりの程度過少推計される結果とならざ

るをえない (い まここでは輸出品も単純なj卜課税と想定)。

課税ベースを考えるさい,非課税品目や輸出品の扱いは本間氏のように国民

総支出からの控除方式ではなく,私たちのとった所得の生産面=産業別発生付

加価値からの控‐除方式 (産業連関表を用いた)でなければ,大きな誤差を生じ

る結果となる。なお課税ベースの算定にさいして,「課税産業が非課税品を生

産する産業から購入した中間原材料額」を課税対象額に加えねばならない,と

いう川上則道氏の主張は今回の私たちが計算を行うにさいして教えられた点で

あり,実際の計算式に組み込んでいる。

b.財政支出増=経費増について

間接税導入は,上述のように税収を増力月させる反面で,政府や地方自治体が

購入する財貨・サービスの価格上昇という形で財政支出を膨らませる。それが

どれくらいの額に上るか経費増の額を算出したのが 〔分析 l〕 である。課税が

政府部門にはねかえり政府が自ら税金を支払う形となるわけである。   .

分析 I.新型間接税の財政への影響分析

(昭和60年ベース;税率5%想定)

1.税収増 (新型間接税)「。……。10兆4,579億 円
(分析 1.参照)    '

2.経費増……………………1・・………7,986億 円
(～約二兆円)

内訳

tll 公共事業費 (用地買収費を除く)     II
・・…1・・・・t… ..:●6,734億円 |

昭和60年の/A■共事業費 (用地買収費を除く)
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総額23兆1,000億円の2.9%ア ップc

121                  )行政部門の物件費

“・・・"",・・・●・“。1,252傷譲F]

昭和60年の同経費総額 5兆1,800億円の2.4%ア ップ

小計 (1+2)・・…。1・。7,986億 円

t31 他に,国公立の学校,病院,社会福祉施設などの購入する

物件費を合め,

総額,約 1兆円にのぼると見込まれるも

(注 1)経費増とは,_政府や地方自治体が購入する財貨・サービスに,間接税が課税
され,価格が■T・するので,財政支出がそれだ|け増加することをさす。税金
を課税した政府に跳ね返り,税金の一部を政府が払う形となる。

(注 2)国と地方自治体の区分は資料上の制約でできない。
(注 3)教育など,民間と一緒の部門となっているので,区分できない。
(注 4)分析は産業連関表による。

産業連関表では,公共投資 (用地費を除く)の額が,使用する財貨の種類ご

とに記録されているので,これに推れぞれの価格上昇率を乗じると,公共投資
の経費増の額が計算できる。その額は約6,700億 円 (60年ベース)用地費を除・

く総額約23兆円の2.9%増である。また一般行政部門の物件費経費増は約1,300

億円,2.´アップである。合計で約8,000億円であるが,これに含まれない国
公立の学校,病院,社会福祉施設などの経費増を考えると,政府部門全体の経
費増は 1兆円に達するのではないかと推定される。10兆円規模の間接税課税に

より税収の約10分の 1が減殺され,実収入は約 9兆円になる形である。この問

題は中央政府だけでなく,間接税導入が財政危機に悩む地方自治体などに与え
る大きな影響である。間接税の是非をめぐる論議で,議論の欠落している論点
である。

121 分析 I.産業・業界への影響

産業への影響の推計結果は 〔分析 I-1〕 〔分析 I-2〕 の二つの表に示し

た。 〔分析 I-1〕 表は推計の詳細結果であり,〔分析 I-2〕 表はそのうち

業界に関心の高いと考えられる項目に絞って,第一次産業,第二次産業,など
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の産業分類にくくって集計した表である。いずれの表も,聞接税額は価格に完

全転嫁できる,数値は流通マージンを含まない生産者価格ベースである,産業

分類が商品ベースであり事業所ベースではない,な どの制約をもっている点に

留意が必要である。

分析正-2.新型問接税導入の産業への影響
(税率5%想定 60年ベーカ

種産 業 ・ 業

(商品ベース)

初義張繁
備 円)

薦
場

料
卜
率
＞

尉
導Ｊ杉

産    業
一 次 産 業)

全

2.林
3.漁

103,339

(4,814)

3,630

3,185

279

166

352

832

(44,167)

406

82

27

35

262

10,525

5,983

646

3,896

33,236

3,213

869

313

63

1,907

60

496

0

1,124

171

1.8

(2.D
2,7

2.5

3.0

2.0

2.1

1.9

(1.8)

1.2

1.1

1.3

0.7

1.2

2.5

2.6

2.5

2.4

1.7

2。 9

2.9

2.8

3.3

2.8

2。 9

2.6

2.7

2.1

2.2

2。 1

(3.9)

4.0

4。 2

3.2

3.8

3.7

3.6

(2.0
2.4

3.4

3.1

2.8

2.2

3.5

3.5

3.4

3.4

1.7

2.7

3.2

3,3

3.9

3.0

3.1

1,4

0.5

2.6

3.0

(第

1. 農      業
1.耕 種 農 業
2.畜     産
3,農 業サ ービス

業

業

(第 二 次 産 業)
4.鉱    業
1.石     炭
2.金 属 鉱 業
3. 原油・天然ガス
4.非 金 属 鉱 業

5。 建  設  業
1.建   築
2.建 設 補 修
3.土     木
6.製   造   業
1.食  料  品
a。 肉・酪 農 品

b.水 産 食 品
C.精 穀 精 米
d。 その他食料品
e.配 合 飼 料
f.飲   料
g。 煙   草
2.繊 維・衣 服
a.製 糸・紡 績
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品
格
率
＞

商
価
３％

料
卜
率
＞

材
ス
昇
％

原
コ
上
く

産 業 ・ 業  種

(商品ベース)

新型間接
税税収額

(億円)

b.織   物
C.ニ ット製品
d.他の繊維製品

3。 身  回  品
4.製 材・木 製 品
5。 家    具
6.パ ル プ・紙
7・ 紙  製  品
8.印 刷・出 版
9.皮 革 製 品
10.ゴ  ム 製 品
11.化学・化学製品
a.基礎化学製品
b.石油化学製品
C.化学繊維原料
d.合 成 樹 脂
e.化学肥料農薬
f。 最終化学製品,

12.石 油 製 品
13.石 炭 製 品
14.窯 業・土 石
15。 鉄

382

193

378

849

449

652

377

526

1,739

56

453

2,949

478

303

139

297

114

1,618

620

239

1,283

2,575

562

1,318

695

685

96

589

2,339

4,300

3,911

591

3,320

2,238

555

396

1,708

(54,359)

1。 8

2。 2

2.4

2.6

2.3

2.6

1.5

2.6

2.5

2.2

1.8

1.6

1.1

1.3

1.3

1.7

118

2.0

0.3

1.2

1.7

1.5

1.5

1.4

2.0

0.7

0。 4

0.8

2.1

2.1

1.3

1.8

1.3

0。 7

1.2

1.3

2.1

(1.9)

2.7

3.0

3。 1

0。 2

3.0

3.4

2.1

3.1

3.4

2.9

2.8

2.4

2.3

1.9

2.3

2.5

2.7

3.2

0。 7

1.9

2.7

2.0

1.9

2.2
・
  3.0
1.5

3.0

1.0

3.1

2.8

0,8

2.7

0。 9

AO。 8

1.3

1.2

2.2

(2.2)

鋼

a.銑 鉄・粗 鋼
b。 鉄鋼圧延製品
C。 鋳 鍛 鋼 品
16.非 鉄 金 属
a.非鉄金属地金
b。 非鉄一次製品
17.金 属 製 品
18,一 般 機 械
19。 電気機械・器具
a。 重 電 機 器

b。 軽 電 機 器
20。 自  動  車
21.他 の輸送機械
22.精密機械 0器具
23。 他 の 製 造 業

(第 二 次 産 業)
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産  業 ・ 業  種

(商品ベース)

裂裂眼橋
(億円)

品
格
率
＞

商
価
Ｊ
シ

料
卜
率
＞

尉
率Ｊ杉

7.卸 売・ 小 売
8。 金 融・ 保 険

9. 不  動  産
10.運
11.通
12.電 気 ガ ス水道
1.電
2. ガ
3.水
13. サ  ー  ビ
1.教
2.研
3。 保 健社会保
'4.1他 のサニビ

14.公
15。 他公共サ ー ビ

16。 事  務  用
17.梱
18.分  類 不

業

業

業

輸

信

業

力
ス

道
ス

育

究

障
ス

務
ス

品

包

明

21,133

0.0

11,411

3,704

A100
3,860

2,175

364

1,321

13,152

0

531

0

12,621

0

0

0

312

887
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注
:1 傷ltti讐営妻肯夕霞曇曇啓堡[3こ量Fi5Mil
&鼻 謙税鮒 1と して医嵐 教育,公務′金融・保険,不動産賃貸

:|・ 撥重[「婁電含:り38基ヒ類t屋甚懲忌倉∫
と商島響格?

新型‐間接税課税総額約 10兆3,300億円のうち,第一次産業への課税額は約

4,800億円 (4。7%)b第二次産業は約4兆 4,200億 円 (2.7%),第二次産業
は約5兆 4,400億円 (52.6%)と推定される660年のGDP(国内総生産)の
それぞれの産業男1総生産の構成比,3.1%'37◆ 5%,59。多 と比較すれば,新

型間接税は第二次産業と第二次産業に比重がかからている。

しかし第二次産業のなかでも個々の産業を注意してみると,国民所得の構成

比と表Aの産業月1課税額の構成比がかなり違う産業もある。例えば卸売・小売

業はGDPに占める比重は 13。 7%であるのに,表Aでは課税額で約2兆 1,100
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億円,20.5%と なりむしろ比重は高い。
付加価値税が粗付加価値を課税対象とし,粗付加価値の社会的合計がGDP
であるとすれば,本来,GDPの 産業別構成と付加価値税の産業別課税額はほ
ぼ一致するはずである。両者の構成比の相違は,ブト課税品の設定,輸出のゼロ
税率の取扱い,な どによる。
原材料コストの上昇率は,原材料の商品種類ごとに異なった価格上昇率を乗
じて,当該産業の原材料コスト全体がどれくらい上昇するかをみよ―うとしたも
のである。
コスト上昇率の高い産業は,精穀・精米 (3.3%),事務用品 (3.1%),畜
産 (3.0%),飼料 (2.9%),内・酪農品 (2.9%),水産食品 (2.8%),な
どであり,総じて食料品,衣料雑貨,家具,農業,建築,サービスなど,小規
模事業所の多い生活関連業種の上昇率が高い。逆に鉱業 (1.″り ,石油化学
(1.6%),鉄鋼 (1.5%),電力 `ガス (0。9%),非鉄 (0。7%)な どの資源
・素材型産業は価格の上昇する国内原材料より輸入原材料に比重をおいている

ため,コ スト上昇率が低い。
一般的な傾向として,これらコスト上昇率の高い小規模事業所の多い生活関
連業種は価格形成力が弱いから,税額やコスト上昇分を価格に転嫁できない場
合も多い。そのさいこれらの業種は商品価格に占める付加価値の割合も高い傾

向にあるので課税額も価格に比して多く,コ スト上昇の高さと合いまって,受
ける影響は大きいと推察できる。

価格上昇率は当該産業の商品・サービスの価格上昇率をさす。原材料コスト

上昇分と付加価値税分の従来の価格にたいする上昇分である。税率 5%な らば
単純な例では最終的な価格上昇率は5%になるはずだが,実際には,①輸出ゼ
ロ税率の設定,②輸入品の存在,③物品税廃止,④リト課税品の存在,⑤設備投
資に含まれる税額の控除,などの理由で,価格は5%でなく3%とか2%とか
もっと小さい値となっている。

推計結果をみると産業によりかなりの凹凸がみられる。価格上昇率の高い産

業として不動産業 (4.3%… 賃貸料は非課税扱い),耕種農業 (4.2%),卸売
・小売業 (4.0%),林業 (3.7%)り などがある一方で,逆に電力 (-1.9%)
自動車 (-0.8%),軽電機器 (0。9%),身回り品 (0.2%)な ど物品税廃止
額の大きい産業や,金融 0保険 (0.6%)を はじめとする非課税産業は上昇率
が低い。
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t31 分析Ⅲ.家計への影響

上述した産業ごとの財貨・サービスの価格上昇率を,家計が購入する消費支

出額 (費目別)に乗じると,家計の出費増 (分析Ⅲ-1表の①欄)つまり聞接
税負担額が計算される。図3は,分析Ⅲ一 I表をグラフにしたものであり,分

析Ⅲ-2表は,詳細表である。

分析Ⅲ-1 新型間接税の家計への影響分析結果 (単位 :円 )

年 間 所 得

平均 (556万円) 93,051(1.67)

(S:吉

:;:〕

)

1. ～ 99万円
2.100～ 149万円

3.150～199万円

4. 200-249万円

5。  250-299万 P電

6.300～349万円

7. 350-399万 F電

8. 400-449万R
9。 450～ 499万円

10.500～ 549万円

11.550-599万円

12.600～ 649万円

13.650～ 699万円

14. 700-749万円

15。  750ハ・ 799フブF町

16.800～ 899万円

17.900～ 999万円

18。 1,000万 円以上

J「 40,987

+39,072

■42,383

+50,330

」-41,882

123,955

123,046

428,230

+20,483

418,648

+14,296

110,792

+ 8,725
--11,437

-37,976
--75,155

--135,485

--254,510

(注)昭和60年ベース。価格への完全転嫁を想定。新型間接税率 5%。

116,051

λ醐 腱民不Qttlttξ腸甲

40,987(4.5の

39,072  (3.03)

42:383 0。 38)

50,330  (2.23)

59,582  (2.17)

63,653  (1.96)

70,946  (1.90)

78,130  (1.85)

82,583(1.7め

88,548  (1.69)

98,296  (1.72)

103,892(1.6つ

109,625  (1.63)

117,063  (1.62)

119,624  (1.55)

127,645  (1.51)

142,015  (1.50)

163,390  (1.32)

0       0

0      0

0       0

0       0

7,700  10,000

29,600  10,100

31,900  16,000

33,300  16,600

34,600  28,500

41,900  28,000

56,000  28,000

65,100  28,000

68,600  32,200

88,400  40,100

109,106  48,500

139,900  62,900

194,200  83,300

361,500  36,400

(184)  33
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| | |

注 :800万円以上の世帯の減税額のグラフは途中で省略。昭和60年ベース新型間接税率は
5%資料は総務庁「家計調査」所得税・住民税の減税推計は政府税調の素案にもとづ
き,次の前提を設けた。①夫婦子供4人家族のサラリーマン。②配偶者特別控除は第
18階層が適用外になる以外全額適用。③社会保険料は年収の7.31%。 ④基礎控除の7

瑞:騎鶴碁鰐慇識la鷲鷲嘉翌躍腸
1‰
覇覇足」″

“

:5%っ ～150万円 :7%,～500万円 :10%,5∞万円～ :15%)。 なお住民税率は
64年度適用の税率を現行税率とした。

34  (183)

（Ｅ
【
）

ЮＨ＋
　
　
　
０】＋
　
　
　
Ю十
　
　
　
ｏ
　
　
　
　
Ｏｌ
　
　
　
ｏ［Ｉ
　
　
　
Ю】―

（棒
刹
部
釈
撮
）
輝
ヨ
ｅ
蝠
澪
緊
劃
緊
瓢
肛
虚
ぶ
０
↓
二
く
露
澤
騨
肛
副
檬

［
．ト
寸
．０
０
．０
０
．Ю

懸
和
ぶ
欄
軽
鸞
評
ｅ
導
鸞
盤
嘔
迅

・
継
愈
汽
掏
盤
逃
Ｅ

（競
饉
謳
）

（
Ｅ

楡

）
“
．０

ｎ＝
輛響
・寸＋

Ⅷ
棚
ｏ
．Ю
＋

（Ｅ
餞
ド
．ト
ー

ミ
絆
雄
車
や
ぶ
氣

―
圧
ほ
８
８

．四

静」
いヽ
０
０
０
，こ
０
０
０
　
．卜
【

Ｅ
餞
ｏ
８
１
８
∞
ご
［

Ｅ
像
の
露
１
８
卜
ぶ
Ｈ

Ｅ
揉
ｏ
凛
１
８
卜
．コ

Ｅ
揉
８
ｏ
ｌ
ｏ
８

．曽

Ｅ
楡
ｏ
８
１
８
０
バ
】

圧
卜
８
Ю
ｔ
ｏ
Ｒ

．ヨ

Ｅ
Ｒ
Φ
ヨ
ｌ
ｏ
８

ざ
Ｈ

口」
いヽ
０
０
ヾ
・Ｉ
Ｏ
ｍ
寸
　
．０

Ｅ
【
０
専
１
８
ヾ
．∞

”」
いヽ
０
０
∞
‐モ
Ｏ
崎
ｍ
　
．ト

Ｅ
卜
０
謂
ｌ
ｏ
８

６

Ｅ
崚
８
甲
ふ
Ｒ

．崎

工
像
ｏ
Ｎ
Ｉ
ｏＲ

ギ

Ｅ
卜
０
９
１
Ｒ
】
ぶ

Ｅ
【
ｏ
コ
ム

８

．Ｎ

Ｅ
ｋ
８
】
―
　
　
．】

く
挙
歳
終

．
暉

―

∞
．詭

―

め
．
Ｒ

Ｉ

∞
．
詢
［
‥
―”

国



ヽＳＩ　　　　ゝ８．【　　　　ヽお．一　　　　ゝ露．【

【・一８８”　　　』。一８騨【　　　一．●導ヽ一　　　●
．鶴８〓

∞６言雨“　　　　一．゙一∞■　　　　】。」壺８【　　　　一．〔憂器

”．常Ｆ　　　』。一むヽ　　　０．餞８　　　一．゙■一

一・●〓　　　　一．８゛　　　　Ｎ．０お　　　　０．●震

●．８¨　　　　゛。お【　　　　¨．８　　　　∞．Ｎ

●．一３　　　　彎等ト　　　　ト．一露　　　　【．●轟

】．歯Ｏ　　　　ｏ．口”　　　　●．“８　　　　【。一８

【。こ　　　　“．８　　　　“．●　　　　■８

●．趙“　　　　崎一̈ぶ　　　　゛。燿い　　　　０．一扇

一ｏ３　　　　●．驚　　　　０．【ョ　　　　●．蜃

８８９　　　　８８博　　　　】８一鶏　　　　９８お

民　　　　　ま　　　　　ョ　　　　　ミ

付
加
価
値
税
導
入
と
産
業・
家
計
,財
政
へ
の
影
響
の
推
計

（轡０、ま●．一卜　８●６躍、∞距　３い．ｏ８．』静　霊い。●尋．ヽ沖　一８●．Φ８．゙静　８６．ф７●静　念６．螢３．崎障　８●ぃ０３．”静

８一．Ｒ●
．一¨静　８●．●８．０静　８●●^８お静　８６．９８．ヽ卜
ヽ

（薔一．８●．ヽい　２う。一霧
．●静　８０「●８６静　８５、●８．崎沖　８●●８．崎静

目Ｘ　　　　　房Ｘ　　　　　ドＸ　　　　　
，
Ｘ　　　　　●Ｈ　　　　　日Ｘ　　　　　　
，
日　　　　　　関　　　　　　Ｘ

ヽＲ．【　　　　ゝ８．“　　　　＼８。一　　　　ゝ８．“　　　　ヽヽＮ

●．Ｎ僣８　　　●．８“腱　　　一．マ８』　　●．一８８　　　一〓盤３

一．諄８　　　　■
，
８　　　　一ヽ【，３　　　　
，
尋８〇　　　　一。３零

一．需密　　　一。い】０”　　　一．３Ｒ　　　一．曽ミ　　　ヽ８民

彎ミ　　一．無　　一．ミ　　０．黒　　０霧

，
８　　　　０，３　　　　●磐）　　　゛．Ｒ　　　　Ｏ．毬

“パ轟一　　　　　【．奥轟　　　　，　●．毀豪　　　　　　”パ亜”　　　　　卜．
，
Ｎ

●．一Ｒ　　　　Ｏ．壺「　　　　一己Ｒ　　　　一．一ミ　　　　”．８【

一．８　　　　一．８　　　　“．８　　　　一．８　　　　日．ご

一・●”　　　　一尋口　　　　０．ヽ日　　　　一．ぶ　　　　０．緯

一．９ミ　　　∞■ヽ『　　　一．８ミ　　　一．螢戻　　　●．】】ロ

ミ　　　　　””ミ　　　　　・】民　　　　　督　【・　　　　「菫　【

等　　　　　　等　　　　　　鰐　　　　　　雨　　　　　　　晨

８ｏ．Ｒ３．゙静　盆３ぃ０３■静　Ｂ●ｏ^３．”静　８６．ｏ９“^』

ハ壺０．費轟．■諄　８０．●８ぃ
，
い　８６．０８．∞絆　８●●８．いい

メ　　　　　ロ　　　　　‐ド　　　
・　　ド

（Ｅ”電彗

ヽ鶏．Ｎ　　　　ヽ日．一　　　　ヽ８‘

・・雪　　　・・苺　　　哺・】場

〓ぶ暉　　　　０〓協“　　　・９８８

【ｄＮＨ　　　　・Ｒご口　　　　】．８
， ∞．８【　　　　゛．８一　　　　一晨曽

●螢”　　　　”．８　　　　一＾“

■一卜一　　　　一．ヽ一　　　　一．Ｎ”

■ミ“　　　　卜．８【　　　　０●齊

●．Ｓ　　　　ゆ．尋　　　　“．３

●”０”　　　　

，
露　　　　０「８

，
壼
，，
　　　　い。いおＨ　　　　●ぶ博【

ヽヽ一　　　　８、〓　　　　８８斜

一ミ　　　　　震【　　　　　Ｒ【

８一、彙３
．一静　８６．８■一静　８０．８０．一絆　Ｒい．８ヽ】静　　ｍＯ．Ｒ３肝

§．銅ぃ撚〓．翻．脳§、勇．品３．唱．ｌ　　Ｈ

ヽＳ．“　　　　ゝ８．”　　　　＼ヽ．一

一．“８』【　　●．Ｒ８８　　一．ぶ３日

∞．８ヽ　　　　●．８８　　　　卜．ヽ３

“．〓器　　　卜．”【等　　　一．Ｎ日導

Ｎ．覇　　　　゛．翻　　　一．湧

「Ｒ　　　　゛。Ｒ　　　　一．Ｒ

一．層　　　“．尋　　　一．尋

”．”お　　　　崎．●“　　　　【．∞需

●．３　　　　【‘い　　　　０．８

一．８一　　　　●．曽”　　　　）。●民

●．撥機　　　一．ＳＲ　　　一．８篤

３●　　　０属　　　崎＝目

】斜　　　愚　　　愚

Ｒヽ一。̈　　　　ヽ８，Ｈ

●．饉露〓３　　　　　●．〔「壼承〕

ｍ．”一【∞　　　　　　一。（Кいヽ

一．８■　　　｝．８３

一．コ　　　　』晨

●．一卜　　　　一．【ヽ

一．【”゙　　　一．層

一

．
鷺　　　　一．晨

゛．さ　　　　　０．８

一．お【　　　卜．】ロ

”．０一ヽ　　　０．９Ｒ

】９８一　　　　ＨＮξ゛

”お　　　　　い器

苓．●

一．置

卜．ヽ一

「さ】

一．】”

脅　　■　　α

懇ミ雲ヨ薇雲眸露喘

褻晨蒻ヨ枢雪絆民

調　　（ヽ　　や

螂　猥・錮　樹

憮　咽ｏＳ　菫

帳　　　　　　薇

唱曖籍照・武Ｋ

罐　　択　　Ｋ

菫　　　　　　綱

窯　　　　　　ぐ

壼暉無鰈

（ＥＲ）く事目絣

（日菫鍵ヨ）●畿●‘〓騒０凛颯口機雌　●１日お颯
8晉

離　　軍　　斌

騒民露■ヽ雪鮮題叶

駆ミ露ヨヽ螢絆電

翠　　Ｏ　　や

撃　環・収　都

豪　国・饉　雄

熙　　　　　　橿

嘔興鶴檬・重Ｋ

籠　　家　　Ｋ

山　　　　　　翠

〓　　　　　　ぐ

ヨヽ餌澪

（Ｅ薇）く事題十

＼お■

一．曇

，

おヽ

０．壺

０一民

●．■一

卜〓Ｘ専

Ｒ３

，

８”

級
 :

(18Э
1 35



法経研究37巻 1号 (1988)

税額が価格に完全転嫁されると仮定した場合,全世帯平均でみると聞接税負
担額は約 9万3,000円 となる。

間接税額を年収で除した間接税率は低所得層が高く,高額所得層に低いいわ,

ゆる逆進性をもっていることがわかる (①欄)。

政府税調が「直接税減税」の柱の一つとして示した素案段階の新しい所得税

と住民税の税率案をもとに計算した場合 (②欄),直接税減税額は7万 7,000.
円で,差ラlき 1万6,000円の増税となる。増減税の差引でみると年収700万円未
満の世帯で増税,それ以上の階層は滅税となる (③欄)。
少なくとも今回の政府税調の素案に基づくかざり,間接税率の逆進性ととも
に,税負担が世帯の消費構造の格差を媒介として,階層性を持つことは否めな
い。税制改革の「 /A■平性」について,一層の検討を要する点である。

(付 論):付加価値税額を価格に転嫁できないケースの推計について

なお,私たちは参考として,価格に転嫁できない業種を17業種設定した場合
の計算も行った。数値は,非課税業種なし,輸出はゼロ税率扱い,設備投資は
一括控1除方式,等の前提を置いている。設備投資データは「法人企業統計デー
タ」ではなく産業連関表の固定資本減耗データで代用している。計算の方法

は,前述のフローチャートに記したが,次の手順をとる。
①産業連関表の原データから,投入係数表lAlを計算する点までは,価格への
完全転嫁ケースと同様である。

②その投入係数表IAlか ら,価格に転嫁できる産業のみの,縮小された正方行
列の投入係数表Aを作成する。         |
③その投入係数の転値行列の逆行列 〔I― (I一M)・ A'〕 一ユ=〔 (I― (I― M)A〉

'■
〕'を計算する。

④価格に転嫁できる産業の価格上昇率 (∠T)を次式より求める。
′T=〔 (I― (I一M)・ A)―■〕'0′T
〔′F:価格に転嫁できる産業の付加価値税額)・
⑥価格に転嫁できない産業の価格 (P)は一定,利潤=営業余剰 (I)が変
数となるから,利潤の変化 (′″:マ イナス値をとる)は
P=FOA+POA+VttT(vは 付加価値税を除く付加価値)
より,
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イ17=― (4FL(I一 M)八 十′T)

(′T:価格に転嫁できない産業の付加価値税額)
で算出される。

どの産業が価格に転嫁でき,どの産業ができないか,という問題は,それ自

体実証分析を踏まえた大きなテーマであるが,こ こでは,中小零細企業の多い

業種17を選定し,計算した。 (付表参照)

計算結果は,価格に転嫁できない業種の設定根拠が仮定的なので,詳しく検

討してもしかたがないが,その仮定の限定つきで述べるならば,繊維を始め,

これら中小零細業種の多い業種の利潤べの打撃は相当大幅な結果となる。

お わ りに

今回の税制改革の具体的な内容はこれから詰められるわけであり,その内容

によって産業,財政,家計への影響も大いに変わりうることは,い うまでもな

い。

しかし,今回の私たちの計算が,一つの理想的なケース=基準として産業へ

の課税額の価格への完全転嫁を想定しても,原材料コストや価格の上昇率も一

定の傾向をもっており,間接税の「広く薄い公平な」抽象的原理を仮りに認め

たとしても,それを,企業取引上の立場が必ずしも対等でなかったり,ま た家

計の所得格差のある現実社会に落してみると,価格転嫁が難しい場合や,家計

所得と支出構造の格差によって,負担の実態は強い階層性を持ち,「公平性」

の保障が危ぶまれることが大いに予想される。今後の税制改革論議の中で一層

の検討を要する点である。                    ‐

(本稿は,昭和61062年度の文部省科学研究費 (一般研究C)の助成を受け

て行った共同研究 〔代表,近昭夫「経済の構造変化・サービス化が統計体

系,税収,価格形成に及ぼす影響に関する総合研究」〕の一部を発展さ

せ, 1章を浅利,は じめに。2章・ 3章・おわりにを上居が分担して執筆

した。また今回の計算と執筆にあたっては,税制と財政の制度に関する貴

重な知識と多くの助言を,安藤実,金沢史男,三木義―,瀬川久志の各氏

からいただいた。また,政策構想フォーラムと貝塚啓明氏には資料の提供

(18の  37
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について使宜をはかって頂いた。記して謝意を表したい。1988年 5月 3日

脱稿)

(注)

(1)朝 日新聞1988年 4月 2日付
(2)本間正明前掲論文25p.
(3)川上則道「売上税型間接税の税収推計と産業連関表」『経済』1987年 7月 。
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了解いただきたい。 8月 5日。
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分析 I-1 新型固接税導入0産業・業界への影響 (辞綱表)
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4,677.720

8,599.51111

6,639.540

4,475.150

1,110.5311

791.815

3,416.500

11,965.6ul

l,291.9511

7,791.450

4,349.520

727.080

42,266.200

16,257.300

6,399.330

7,408.910

12,347.800

12,688.600

12,043.200

3,218.350

25,242.5K10

0.000

624.976

1,774.5∞

L障

用

不

ス

ス

品

包

明



旧内椰 需 新内生請需 ニ ト変化率 層
ス
噺
D霧
甲 中牛産額 誓甲中牛申額 価格刻甲 課税対零率 甥

CLPX「
辞 粁進J詳 廃止間襲税 付加価値税 粗付加価値額   旧営業泰剰 新営業余型 型益客隻至

(付表)新型問接税導入の産業・業界 C74業種)へ●影響一価格へ転嫁できない業種のあるケース①

1耕  種  農  業   3,129.480  3,166.540    1.184    37,061   9,385.190  9,679.690   3.146   99。 729

2畜       産   2,679.020  2,728.041    1.830    49,C120   3,3∞ .080  3,371.980   1.903   99.912
3農 業 サ ー ビ ス   215.269   217.509    1.041    2,240    549,334   566.519   3.128  100.000

業   595。 315   6C15.057    1.637 9,742   1,293.030  1,334.180   3.224   98720
業   1,050.970  1,055,970    0.476    5,002   2,836.150  2,836.150   0.000   99.308

鮮 位Ю億円,%)

293.912    294.500   0,000   256.851  6,255.700   0。 997  4,767.290 4,767.290   0.lXXl
69.571 62,904   0,000   20.551   630。 ∞1   0.999   299,142  299.142   0,000
17.169 17.185 0,000 L4.929 3i'4.0{i6 1.000 37.9c7 37.937 0.000

4r.382 41.150 0,000 - 3r.ffi9 6Sl.7lE 0.987 245.L59 246.L59 0.m04林
5漁
6石 炭    98.716   98.827   0,112 9.265

0.lX10

0.000

0.000

0.OIXl

O.000

8.200

0.000

0.000  0,000   71.157  1,785.170   0."3   594.948  518.789  12.801
9.256  0,000   9.154  178.374  0.999   -0:535  -0.535  0.剛
3.162   0,000    2.989   65.798   0。 993    13.948  -13.948   0.剛
4.188  0,000   4.219   98.彫   1.000   29.578  29.578  0,Cnl

0.OIX1  32,000   16.lC13  3,043.28tl   o.296   428.351  獅 .941   0.096
7.915   0,000    0.000  2,273.240   0.9"   138.363  138.363   0,NICl

0.000   0,000   40.323   992,333   o。 814    63.955   2,962  95,368
0,OCll1   0,000   19.847   430,164   o.940    21.296  -7.484  135,145
0.000   0,OtX1   38.422   312.677   o.948   155.926  106.151  31.922
0.000  147,000   86.141  1,891.570  0,975   198.512  252.972 -27.434

0.000   0,OIX1   57.680  1,268.960   o968   209.634  131.281  37.376
0.000   0,000   187.601  3,929,470   0,992   623.746  403.668  35.283
0.000   0,OIX1    5.562   148,058   o.855    31.589   23.573  25.375
50,792   0,000   44.670  1,171.3“    o,855    60.322   60.322   0.000

0.000   0,000   238.146  5,526.320   0.932  1,088.860  775.221  28.804
0.000  43,000   416.374 11,319.600   0.817  1,809,870 1,346.120  25.624

7金 属 鉱 業  38.490 38.695 0.534
0,111    277.091   286.347   3.344   99.892
0,205    104.287   107.449   3.053   99。 298

8原 油 天 然 ガ ス    40,738    40.7112   -0,089   -0,036    138.770   142.958   3.O18   99。 999

9非 金 属 鉱 業   960,347   962,710    0.246    2,362   1,753.700  1,788.430   2.002   98.952
10肉  。 酪 農 品  3,697.740  3,751.160    1.445    53,423   4,498.l12K1  4,589.850   2.“ 2   99.469
11水  産  食  品  1,900.780  1,902.890    0.111    2,113   2,6∞ .140  2,660.140   0.000   92.954
12精  穀  精  米  4,359.410  4,453.870    2.167    94456   3,896.110  3,998.990   2.647   99.760
13そ の 他 食 料 品  6,795.250  6,870.5011    1.107    75,247  11,225,91X1  11,225.900   0・ 000   99.442
14配  合  飼  料   1,246.150  1,265.080    1.519    18,930   1,392.180  1,417.710   1.840   99.666
15飲        料   2,155.150  2,171.460    0,757    16,307   5,198.430  5,198.430   0・ 000   29.595
16・ 煙       草   502.336   510.198    1.565    7,862   2,775,680  2,783.500   0・ 286   99.859
17製  糸 ・ 紡 績   930.681   941.947    1.211    11,266   1,311.170  1,338.600   2.250   92.951
18繊       物   2,788.610  2,809,280    0。 741    20,670   3,780.940  3,780.940   0・ 000   81.354
19ニ  ッ ト 製 品  1,055.530  1,064.460    0.846    8,933   1,485。 700  1,485.700   0・ lX10   94.017
20他 の 繊 維 製 品  1,253.250 1,264.600  0。 906  11,353 2,065.920 2,065.920  0・ 000 94.757
21身 の ま わ り 品  2,713.370  2,719,770    0.236    6,398   4,604.950  4,604.950   0・ 000   97.494
22製 材 。木 製 品  2,571.550  2,610.520    1.515    38,965   3,453.“ 0  3,532.250   2.307   99.368

具   1,899.410  1,915,430    0.343    16,018   3,222.230  3,222.230   0・ 000   98.588
。 紙   2,870.080  2,897.620    0.960    27,540   3,893.430  3,965.320   1・ 888   97.790
品  3,412.670  3,433.340    0.606    20,674   4,681.640  4,681.640   0・ CICIC1   96.796

26印  刷 ・ 出 版   4,552.560  4,585.040    0.713    32,477   8,482.040  8,482.040   0・ lllX1   99.210

27皮  革  製  品   341.867   344.321    0。 718    2,454    489.927   489,927   0・ 000   85。 547
28ゴ  ム  製  品   1,847.180  1,859.680    0.677    12,501   3,018.520  3,069,310   1・ 969   85.454
29基 礎 化 学 製 品  2,313.330 2,325.280  0.516  11,947 3,391.610 3,435.830  1・ 530 85.209
30石 油 化 学 製 品  3,492.850  3,520.950    0.805    28,100   4,010.050  4,059.410   1・ 295   95,038
31化 学 繊 維 原 料   1,o18.140  1,025.610    01733    7,467   1,358.440  1,374.470   1.531   77.055
32合  成  樹  脂   2,205,250  2,227.760    1.021    22,505   2,824.580  2,866.390   1.657   89.335
33化 学 月巴料 農 薬    645.712   651,718    0,930    6,006    888.222   9112.368   1.784   89。 281

34最 終 イし学 製 品  5,586.840  5,630.550    0,782    43,708   8,W4.620  9,147.930   2.085   92.601
35石  油  製  品  9,830,890  9,844.240    0.136    13,347  12,927.800  13,007,OIX1   0.627   97.659
86石  炭  製  品  2,215.890  2,235.650    0,892    19,756   2,694.310  2,756.560   2.346   98.501
37窯 業 上 石 製 品  5,020.710  5,064.750    0.877    44,042   8,095。 980  8,246.700   2.002   92.997
38銑 鉄 ・ 粗 鋼   8,236.430  8,329.480    1.130    93,045   9,463.120  9,608.490   1.544   99.511

40鋳  鍛  鋼  品  2,812.890  2,848.630    1.271    35,744   4,211.l150  4,309.540   2.356   99。 263

41ブF鉄 金 属 地 金   1,264.510  1,265,770    0.100    1,264   1,470.220  1,484.∞ 0   1.lX13   93.988
42,卜 鉄 一 次 製 品  3,4∞ .220  3,424.500    0.448    15,284   4,875.550  4,956.960   1.846   90.431
43金  属  製  品  7,220.9∞   7,296.390    1.0お     75,494  12,747.2∞   12,747.200   0.Ooo   93.160
44- 般  機  械  21,147.600  21,238.000    0.427    90,379  32,467.3∞   32,467.300   0.000   81.672
45重  電  機  器   2,982.950  3,010,700    0.930    27,754   4,707.400  4,782.500   2.056   77.589
46軽  電  機  器  26,986.400  27,080.400    0.348    94,045  38,505.9Cll1  38,543.200   0.127   76.556

修  2,683.380  2,7∞ .370    0.633    16,986   31927.210  4,008.510   2.070  100.000
木  11,786.600  11,902.000    0.979   115,441  19,958.200  20,426.300   2.345  100.000

34.448    34,734   0,000   32.086   793.362   0.990   239.549  239.549   0.lXXl
91.509   91.830  0,000  38.087  800."3  0.995   275.623  275.623  0.00Cl

0.Olll1   0,000   33.176   759,360   o,930   262.611  227.321  13.438
102.769   102.882  0,000   8.313  -463.293  0.998   48.602  48.602  0.囲

0.000  41,000   200.441  4,430.730   0,994  1,414.lBl1 1,179.3■   16.597
25.583    25.527   0,Ol10    6.653   146.038   o。 997    16.2C14   16.204   0.000

28.809    27.425   0,000   17.543   380,493   o。 930   -25。 775  -25.775   0.000

プ

製

家

パ

紙

78.485    79。 167   2,OIX1   41.520   881.522   o,994   165,230  165。 2311   0.000
0.000    0.000  7,OflC1   62.101 1,322.820  o.986  252,170  181.052  28.2113
71.514    71.893   0,000   43.974  1,023.3411   0."8   173.469  173.469   0.000

39鉄 鋼 圧 延 製 品  11,o86.300  11,205.900    1.079   119,589  14,884.900  15,099.400   1.807   79,738    248.327    214.477   0,000   128.738  3,798.530   o.797  1,004,720 1,lX14,720   0.000

50.678    44.217   0,0∞    38,732  1,078.280   o.852   190.634  190.634   0.000
50.088    49.361   0,000   21.987   517.205   o.950   -28.666  -28.666   0.000
19,C142    16.028   0,0011   11.575   340,299   o。 771    33.902   33.902   0.OClll
44.567    41.807   0,000   22.062   619.328   o,893   .49。 243   49.243   0,000

14.146   0,000    9.495   242.510   o.893    25.273   25.273   0.000
184.800   173.311  0,000  141.093 3,387,770  o.926   961.341  961.341  0.000
63.809    79.168   0,000   50.462  3,096.910   o.977   136.117  136.117   0.000
38.647 62.251   0,000   18.890   478.420   o.985   214.138  214.138   0.000
170.395    150.765   0,000   126.353  3,075.210   0,930   400,335  400.335   0.000
143.072    145,368   0,000   50.027  1,226.680   o.995   260.963  260.963   0.000

103.243    98.492   0,000   67.499  1,398,160   o.993   434.881  434.881   0.000
12.182    13.866  0,000   10.918  205,708  0.940   58.153  58.153  0.000
79,717    81.405   0,000   64.433  1,466.330   0,904   639.142  639。 142   0.000

47自    動   車  19,253.800 19,228,900  -0.129   -24,914  28,639.500  28,342.300  -1.522  68.161   -436.312  ‐297.176 659,000  247.602 9,385.740  0.632  1,436.030 1,436.030  0.囲
48他 の 輸 送 機 械  3,517.630 3,532.950  0.435  15,317 5,667.260 5,686.950  0.584 59.506
49精  密  機  械   2,410.120  2,424.020    0.577    13,903   4,345.560  4,376.980   1.077   67.118
50そ の 他 製 造 業  7,283.570 7,332.430  0.671  48,863 11,824.400 11,824.400  0,000 92.613

19.695  53,000   61.154  2,149.630   o.595   251.470  251.470   0.000
40.837    31.424  33,000   59。 934  1,935.430   o.671   225.446  225,446   0.000

0.000  76,000   165.196  4,540.920   0.926   681.385  543.325  20.262
51建
52建  設  補
53土

築  17,918,000  18,034.800    0・ 652   116,836  30,410.300  31,101.200   2.272  100.000    691.四     690.863   0,Oo0   574.398 12,492.200   1.Oo0  2,990.980 2,990.980   0.00Kl

t 6,rs6.l@ 6,aas.s1o 0.,110 t,$o a,6.6@ u.8rs.$ -r,r,16 go.ttr -26a.3ar -*l.tn 675"M 9'r.7@ 6,w.Ao o.to 2,6.3e1, ,,lloa.too 0.@

90.333    75.101   0,000   62.579  1,724.440   0.″ 6   245.393  245.393   0.000
19.999    37.305  445,0∞    370.954 11,519.500   0.766  2,576.110 2,576.110   0.剛

81.093    81.304   0,000   64.107  1,243.830   1.000   423.725  423.725   0.Q10
482.926    468.074   0,OCX1   367.484  8,171:570   1.000   943.851  943.851   0.000

19.457    22.549  13,000   32.993   941.484   1.000   281.473  281.473   0.000
131.873    132.268   0,000   132.144  3,672.650   1.000   282.568  282.568   0.000

0.l100   0,000  2,052.260 40,007.800   0,954  9,1361醐  7,000.360  23.376

54電
55都  市
56水
57商

ガ  ス  1,o91.520  1,090.980  -0.049   -0,536  2,033.010  2,055.560   1.109  99.973
道   1,274.560  1,274.290  -0,021   -0,271  4,947.220  5,079.490  2.674  99,989
業  21,456.600 21,540.∞ 0   0.389   83,381  61,464.500  61,464.500   0.000  95.406

61運
62通
63公
64教
65研        究   2,193.750  2,200.340    0.300    6,591   2,910.920  2,968.090   1.966   99.884
66保 健 社 会 保 障  8,482.570 8,575.240  1.092  92,665 20,480.400 20,568.400  0.430 99.993
67他 ノ公共 サービス  1,971.090  1,979.290   0,416   8,200  4,927.780  4,936.240  0.172  100,000
68他 の サ ー ビ ス  23,489.800 23,588.600  0`421  98,789 56161.300 56,161.300  0.000 99.689
69事  務  用  品   1,557.080  1,562.250    0.332 5,166  1,557.080  1,557.320  0.015  100.000
70梱        包   2,548.460  2,556.270    0.306    7,809   3,166.160  3,205,100   1.230  100.Ol10
71分  類  不  明  8,816.780  8,860,420    0.495    43,638   9,251.830  9,371.660   1.466   88.368

58金 融 ・ 保 険   6,631.640  6,667.580    0.542    35,940  23,384.900  23,421.900   0.160   98.759 35.940    37.043   0,000    0・ 000 16,7".200   0.988  4,592.580 4,592.580   0.000
59不  動  産  業  3,259.270  3,289.480    0.927    30,208  28,455,900  29,251.500   2,796   99。 997    795.911    795.605   0,lll10   765。 703 25,196.600   1.000  14,069.∞ 0 14,069.300   0.000
60不 動 産 賃 貸 料   476.510  479.389  0.604 2,879  7,376.780  7,379.610  0.038  100.000 2.879 2.827   0,000    0.000  6,900.270   1.000  5,449.220 5,449.22C1   0.000

輛証  10,618.400  10,676.lllK1    0.543    57,694  25,970.10C1  26,514.200   2.488   84.199    632.771    544.121  75,000   650.076 15,351.600   0.842  1,121.560 1,121.560   0.000
信   1,208.070  1,217.120   0,749 9,051  5,592.440  5,759.130  3.006  99。 166 167.959    166.689   0,000   158.909  4,384.370   0.992   310.121  310.121   0,000

33.210    29.463   0,000    0.000 12,264.100   1.000    0.Cll10   0.000   0.000務   5,179.530  5,212,740   0.641   33,210  17,443.6110 17,473.100  0:169  100.000
育  2,533.240  2,546.860    0.538    13,620  15,187.900  15,200.400   0.083   99.999

57.461

92.665    88.043   0,000    0,000 11,997.8011   1.lX10  2,045.300 2,045,300   0.000
:1務  &躙  』1開 了'野:麗  注器:  露:懲  露1篤  &棚
8.福    0,000    0.000  2,956.690   1.l100   162.164  162.164   0,000
0.000   0,000  1,488.750 32,671.400   0.997  8,804.900 7,217.360  18.030
0.237  5,000   0.000   ,00∞   1.000   0,000   0.000  0.000

38.365    38.986   0,000   30.556   617.702   1.lX10   216.881  216.881   0.000
132.366    11.9827   0,000   88.728   435,049   0.884   448,489  448.489  0.OKXl


